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厚⽣労働省労働基準局安全衛⽣部安全課

⾼年齢労働者の安全と健康の確保のための
中⼩企業への⽀援策について

参考資料６



労働災害による死亡者数、死傷者数の推移

・死亡者数は、⻑期的に減少傾向にあり、過去最少となった。
・休業４⽇以上の死傷者数は、近年、増加傾向にあり、３年連続で増加した。
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休業４⽇以上の死傷者数（⼈）
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死亡者数（⼈）

出典︓平成23年までは、労災保険給付データ（労災⾮適⽤事業を含む）、労働者死傷病報告、死亡災害報告より作成
平成24年からは、労働者死傷病報告、死亡災害報告より作成

※新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。
・
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⾼齢者の就労と被災状況

データ出所︓労働⼒調査（総務省）（年齢階級，産業別雇⽤者数）における年齢別雇⽤者数（役員を含む。）
※平成23年は東⽇本⼤震災の影響により被災3県を除く全国の結果となっている。

データ出所︓労働者死傷病報告※新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く
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労働災害による死傷者数

全年齢に占める60歳以上の割合

全年齢 60歳以上 60歳以上の割合

 雇⽤者全体に占める60歳以上の⾼齢者の割合は18.7%(令和５年)
 労働災害による休業4⽇以上の死傷者数に占める60歳以上の⾼齢者の割合は29.3%(同)



年齢層別労働災害発⽣率（死傷年千⼈率）
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・60歳以上の男⼥別の労働災害発⽣率（死傷年千⼈率（以下「千⼈率」という。））を30代と⽐較すると、男性は約２
倍、⼥性は約４倍となっている。

・60歳以上の死傷年千⼈率は、4.022となっている。

※千⼈率＝労働災害による死傷者数/平均労働者数×1,000
データ出所︓労働者死傷病報告（令和５年）

※新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く
労働⼒調査（年次・2023年・基本集計第I-2表 役員を除く雇⽤者）
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不点灯の蛍光管を交換するため、脚立を用いて作業していた
↓

ステップで足を踏み外し、落下
↓

右足を床面に強打し、捻挫 （休業見込期間は１か月）

≪労働災害の発⽣要因≫

照度が不⼗分な環境であったことに加え、労働者の視⼒や筋⼒等の⾝体機能の低下も⼀因と推察される。

被災者情報

男性性別

６０代年齢

３年経験年数

労働災害の事例
<ケース①>

工場の作業場で水をまいて清掃していた
↓

濡れた床で足をすべらせ、転倒
↓

右手をつき、骨折 （休業見込期間は６か⽉）

<ケース②>

≪労働災害の発⽣要因≫

清掃中に床が濡れており、転倒しやすい状況であったこと。⾝体機能（⾻密度・体幹等）の低下も⼀因と推察される。

被災者情報

⼥性性別

６０代年齢

９か⽉経験年数

商品の陳列作業中に、店内の別の売場に商品を取りに行く
↓

床に足をとられ、何もないところでつまづき、転倒
↓

右ひざを床に強打し、骨折 （休業見込期間は２か月）

<ケース③>
被災者情報

⼥性性別

７０代年齢

１年経験年数

≪労働災害の発⽣要因≫ ⾝体機能（⾻密度・体幹等）の低下。
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年代別の傾向（事故の型別割合）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上

60歳未満

休業４⽇以上の死傷災害の事故の型（割合）（令和４年）

墜落・転落 転倒 激突 ⾶来・落下

崩壊・倒壊 激突され はさまれ・巻き込まれ 切れ・こすれ

踏み抜き おぼれ ⾼温・低温物との接触 有害物等との接触

感電 爆発 破裂 ⽕災

交通事故 交通事故（その他） 動作の反動・無理な動作 その他

分類不能
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【参考】労働⼒⼈⼝の推移

出典：令和５年版厚生労働白書（資料編）



【参考】各国の年齢階級別労働⼒率
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出典：独立行政法人労働政策研究・研修機構 データブック国際労働比較2024
［日本］総務省統計局（2023.1）「労働力調査（基本集計）」
［その他］OECD (https://stats.oecd.org/) “Labour Force Statistics” 2023年9月現在



第14次労働災害防⽌計画の概要

8つの重点対策

計画の⽅向性
 事業者の安全衛⽣対策の促進と社会的に評価される環境の整備を図っていく。そのために、厳しい経営環境等さ

まざまな事情があったとしても、安全衛⽣対策に取り組むことが事業者の経営や⼈材確保・育成の観点からもプ
ラスであると周知する。

 転倒等の個別の安全衛⽣の課題に取り組んでいく。
 誠実に安全衛⽣に取り組まず、労働災害の発⽣を繰り返す事業者に対しては厳正に対処する。

③ ⾼年齢労働者の労働災害防⽌対策の推進

⑤ 個⼈事業者等に対する安全衛⽣対策の推進
⾃発的に安全衛⽣対策に取り組むための
意識啓発①
社会的に評価される環境整備、災害情報の分析強化、DXの推進

業種別の労働災害防⽌対策の推進⑥
陸上貨物運送事業、建設業、製造業、林業

多様な働き⽅への対応や外国⼈労働者等の労
働災害防⽌対策の推進

④

労働者の健康確保対策の推進⑦
メンタルヘルス、過重労働、産業保健活動

化学物質等による健康障害防⽌対策の推進⑧
化学物質、⽯綿、粉じん、熱中症、騒⾳、電離放射線

労働者（中⾼年齢の⼥性を中⼼に）の作業
⾏動に起因する労働災害防⽌対策の推進

②

令和５年(2023年)４⽉１⽇〜令和10年(2028年)３⽉31⽇までの５か年計画

死亡災害︓５％以上減少 死傷災害︓増加傾向に⻭⽌めをかけ2027年までに減少 9



第14次労働災害防⽌計画 重点事項ごとの具体的取組
⾼年齢労働者の労働災害防⽌対策の推進

１︓安全衛⽣管理体制の確⽴等
（経営トップ⾃ら安全衛⽣⽅針を表明し、担当組織・担当者を指定、リスクアセスメントの実施）

２︓職場環境の改善
（⾝体機能の低下を補う設備・装置の導⼊、⾼年齢労働者の特性を考慮した作業管理、勤務形態等の⼯夫）

３︓⾼年齢労働者の健康や体⼒の状況の把握
（体⼒チェック等により、事業者、⾼年齢労働者双⽅が健康や体⼒の状況を客観的に把握）

４︓⾼年齢労働者の健康や体⼒の状況に応じた対応
（把握した状況に応じて適合する業務をマッチング、「事業場における労働者の健康保持増進のた

めの指針（THP指針）」に基づく取組や⾝体機能の維持向上への取組）
５︓安全衛⽣教育

（労働者と関係者に、⾼年齢労働者に特有の特徴と対策についての教育を⾏う）

※エイジフレンドリーガイドライン全⽂（厚⽣労働省HP)
令和2年3⽉16⽇付け基安発0316第１号通知

事業者に取り組んでもらいたいこと

10

⾼年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（エイジフレンドリーガイドライン）を踏まえ
た対策 ＊ 国 で は 「エッセンス版」の作成・周知啓発



健康経営との連携

③従業員の⼼と体の健康づくりに関する具体的対策
Ⅱ. 具体的な健康保持・増進施策
★◎Q55.運動習慣の定着に向けた具体的な⽀援（研修・情報提供を除く）として、どのような取り組みを⾏っていますか。（いくつでも）
選択肢１ 運動機能のチェック（体⼒測定、転倒等リスク評価セルフチェック、ロコモのチェック等）を定期的に⾏っている
◎Q61 ⾼齢従業員特有の健康課題に特化した取り組みを⾏っていますか。（いくつでも）
選択肢１ 職場環境の改善を⾏っている（転倒防⽌、視覚・聴覚負担の軽減等）
選択肢８ 運動機能のチェック（体⼒測定、転倒等リスク評価セルフチェック、ロコモのチェック等）を定期的に⾏っている

②健康経営の実践に向けた⼟台づくり
Ⅰ. ヘルスリテラシーの向上
★◎Q43.従業員の健康意識の向上を図るために、健康保持・増進に関する教育をどのように⾏っていますか。（いくつでも）
SQ1.（Qでいずれか実施とお答えの場合）どのような内容の教育を⾏っていますか。（いくつでも）
選択肢７ 肩こり・腰痛
同12 転倒予防

３.制度・施策実⾏
①従業員の健康課題の把握と必要な対策の検討
Ⅰ．健康課題に基づいた具体的な⽬標の設定
★◎Q37.⾃社従業員の健康課題を踏まえ、健康経営の具体的な推進計画等を定めていますか。（１つだけ）

SQ1.（Qで「1」とお答えの場合）健康課題の内容・数値⽬標・推進計画について具体的な内容をご記⼊ください。（重要なものについて
１つ）
選択肢４ 従業員の⽣産性低下防⽌・事故発⽣予防（肩こり・腰痛等の筋⾻格系の症状や、睡眠不⾜の改善、転倒の予防）

第14次労働災害防⽌計画
（２）労働者（中⾼年齢の⼥性を中⼼に）の作業⾏動に起因する労働災害防⽌対策の推進

＜国等が取り組むこと＞
・「健康経営優良法⼈認定制度」等の関連施策と連携し、転倒・腰痛防⽌対策の具体的メニューの提⽰と実践に向けた

事業場への⽀援等を図る。

令和5年度健康経営度調査 調査票（評価項⽬）

11



中⼩企業向け 補助⾦による⾼年齢労働者の労働災害防⽌対
策の⽀援（エイジフレンドリー補助⾦）
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資料は

こちら→



令和６年度エイジフレンドリー補助⾦
「⾼年齢労働者の労働災害防⽌対策」、「コラボヘルス等の労働者の健康保持増進」のための取組に加えて
「転倒防⽌や腰痛予防のためのスポーツ・運動指導」に対して補助（令和６年度）

コラボヘルスコース
転倒防⽌や腰痛予防のための
スポーツ・運動指導コース

【新設】
⾼年齢労働者の

労働災害防⽌対策コース

• 労災保険加⼊している中⼩企業事業者 かつ、１年以上事業を実施していること
• 役員、派遣労働者を除く、以下の労働者を雇⽤していること対

象
事
業
者

• 労働者を常時１名以上雇⽤していること（年齢制限なし）• ⾼年齢労働者（６０歳以上）を常時１
名以上雇⽤している

• 対象の⾼年齢労働者が補助対象に係る
業務に就いている

• 事業所カルテや健康スコアリングレポー
トを活⽤したコラボヘルス等の労働者の
健康保持増進のための取組に要した経費

• 労働者の転倒防⽌や腰痛予防のため、専
⾨家等による運動プログラムに基づいた
⾝体機能のチェック及び運動指導等に要
した経費

• ⾼年齢労働者にとって危険な場所や負
担の⼤きい作業を解消する取組に要し
た経費（機器の購⼊・⼯事の施⼯等）

補
助
対
象

３／４１／２補助率

３０万円１００万円上限

（ア）転倒・墜落災害防⽌対策

（イ）重量物取扱いや介護作業における
労働災害防⽌対策（腰痛予防対策）

（ウ）暑熱な環境による労働災害防⽌対策
（熱中症防⽌対策）

（エ）その他の⾼年齢労働者の労働災害
防⽌対策（交通事故防⽌対策）

（オ）「転倒防⽌」のための⾝体機能の
チェック及び運動指導等の実施

（カ）「腰痛予防」のための⾝体機能の
チェック及び運動指導等の実施

（キ）健康診断結果等を踏まえた禁煙指
導、メンタルヘルス対策等の健康
教育、研修等

（ク）健康診断結果等を電磁的に保存及
び管理を⾏い、事業所カルテ・健
康スコアリングレポートの活⽤等
によりコラボヘルスを推進するた
めのシステムの導⼊

（コ）栄養指導、保健指導等の労働者へ
の健康保持増進措置

事
業
主
健
診
情
報
が
保
険
者
に

提
供
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
必
要
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【参考】令和５年度の補助実績（運動指導【60歳以上のみ補助対象】）
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例︓社会福祉施設 健康運動指導⼠による転倒予防のための運動指導

福岡県 株式会社プロデュース様（社会福祉施設）
×株式会社MIKI・ファニット様（運動指導等を提供されている企業）による取組事例


